
雑益 � 50¶083¶991

預り金時効収入 � 46¶149¶650

貸倒引当金戻入益 � 80¶633
EEEEEEEE

� 2¶790¶266¶646
EEEEEEEE

業務費用合計 5¶454¶072¶757

Ó 損益外減価償却相当額 983¶447¶696

Ô 損益外除売却差額相当額 4¶452¶113

Õ 引当外賞与見積額 � 2¶550¶558

Ö 引当外退職給付増加見積額 522¶956¶136

× 機会費用
国又は地方公共団体財産の
無償又は減額された使用料
による貸借取引の機会費用

270¶958¶262

政府出資又は地方公共団体
出資等の機会費用

1¶266¶322¶418
EEEEEEEE

1¶537¶280¶680

Ø （控除）法人税等及び国庫納
付額

� 190¶000
EEEEEEEE

Ù 行政サービス実施コスト 8¶499¶468¶824
ÖÖÖÖÖÖÖÖ

（有価証券関係）
\ 満期保有目的の債券

（単位：円）

区 分
貸借対照表日に
おける貸借対照
表計上額

貸借対照表日に
おける時価 差 額

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 1¶000¶000¶000 974¶400¶000 � 25¶600¶000

合 計 1¶000¶000¶000 974¶400¶000 � 25¶600¶000

] 満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還予定額
（単位：円）

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

１．債券
^事業債 ` ` 1¶000¶000¶000 `

合 計 ` ` 1¶000¶000¶000 `

^ 当期中に売却した満期保有目的の債券
該当事項はありません。

] 金融商品の時価等に関する事項
（単位：円）

区 分
貸借対照表日に
おける貸借対照
表計上額

貸借対照表日に
おける時価 差 額

\現金及び預金 2¶931¶946¶070 2¶931¶946¶070 0

]事業未収金 48¶270¶466 48¶270¶466 0

^未収金 23¶673¶898 23¶673¶898 0

_投資有価証券 1¶000¶000¶000 974¶400¶000 � 25¶600¶000

`長期性預金 2¶200¶000¶000 1¶982¶553¶973 � 217¶446¶027

資 産 計 6¶203¶890¶434 5¶960¶844¶407 � 243¶046¶027

a未払金 716¶848¶149 716¶848¶149 0

bリース債務 322¶942¶520 321¶201¶184 � 1¶741¶336

c預り金 72¶971¶914 72¶971¶914 0

負 債 計 1¶112¶762¶583 1¶111¶021¶247 � 1¶741¶336
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注記事項（国立劇場区分）

（貸借対照表関係）

\ 役職員の引当外退職給付の当期末見積額は、5¶644¶853¶211円となっております。

] 役職員の当期の運営費交付金により財源措置が手当されない引当外賞与見積額は、143¶366¶531

円となっております。

（損益計算書関係）

\ 当年度中における退職手当の計上方法

当年度中に発生した退職手当を一般管理費人件費に計上しております。

] ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、3¶568¶734円であり、当該影響額を除いた

当期総利益は69¶288¶549円であります。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 2¶931¶946¶070円

定期預金 � 527¶900¶000円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 2¶404¶046¶070円

á á á á á á á á

] 重要な非資金取引

{ ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品 96¶664¶342円

（行政サービス実施コスト計算書関係）

\ 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率は1•255％であります。

] 引当外退職給付増加見積額のうち、国からの出向職員に係るものが3¶752¶330円含まれておりま

す。

（固定資産の減損関係）

該当事項はありません。

（退職給付関係）
該当事項はありません。
（金融商品関係）
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人では、資金運用については独立行政法人通則法第47条の規定及び「独立行政法人通則法
第47条第１号の規定に基づく、独立行政法人日本芸術文化振興会が取得することができる有価証
券の指定について（通知）」等に基づき、預金及び有価証券により行っております。なお、株式等
は保有しておりません。
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